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避難生活環境整備モデル事業業務 

参加表明書及び企画提案書作成要領 
 

１ 参加表明書（様式１－１）及び企画提案書について（様式２－１） 

（１）参加表明書（様式１－１） 

ア 参加資格を満たしている場合はチェック欄にチェックをお願いします。（応募する場

合は応募資格のすべての要件を満たしている必要があります。）。 

イ 代表者印の押印は不要です。 

ウ 参加資格（１）～（５）を一つでも満たしていない場合は参加表明を無効とします。 

（２）企画提案書の提出について（様式２－１） 

代表者印の押印は不要です。 

 

２ 業務実施体制（様式１－２） 

本業務を実施する統括責任者及び業務担当者の氏名、所属・職名、実施体制等につい

て、詳細に記載すること。 

 

３ 同種事業実績（様式１－３） 

本業務に類似又は関連する業務の実績がある場合は、過去５年間（2021 年～2025 年）

の実績について簡潔に記載すること。 

 

４ 公募型プロポーザル企画提案書、業務実施方針及び企画提案（様式２－２、２－３）

（１）記載要領 

下記の項目に基づき審査を行うため、それぞれ具体的かつ、実現可能な取組を記載

してください。 

ア 実施体制 

（ア）適切な業務実施体制 

 全ての統括責任者及び業務担当者の選定基準(資格、能力、経験) 

 チーム・組織体としての能力、特長 

（イ）責任区分 

 統括責任者及び業務担当者の業務範囲・責任分担 

（ウ）緊急時の連絡体制についての記載 

 緊急時の連絡体制、業務支援体制 

 統括責任者不在時の対応 

（エ）情報セキュリティ対策 

 個人情報保護・情報セキュリティ体制について 

 本業務の従事者への教育について 

イ 実施方針 

（ア）本事業の理解 

 避難生活の環境整備に関する国及び県の指針や取組等の理解度について 

 モデル市町村に対する避難生活の環境整備に係る方策の立案や検証等の実施に

おいて、重視すべき点や留意点について 

（イ）市町村におけるニーズや課題の把握 

 県との協力方法について 



2 

 

（ウ）市町村におけるニーズや課題に応じた方策の検討 

 ニーズや課題に対応する方策を検討する上での体制や有識者等の関わり方につ

いて 

 有識者等の候補並びに有識者等の派遣や助言、監修等の具体的な方法及び実現

可能性について 

（エ）モデル市町村における検証の実施 

 検証の実施に向けた打合せ、検証の実施及び振り返りの進め方のアイデアや関

わり方について 

 人的・物的資源の確保方法や手順の確認、避難所運営マニュアル等に反映する

内容の検討及び整理を進める上でのアイデアや関わり方について 

（オ）検証を実施する上で有効な資機材を借り上げる際の手配方法や、実現可能性 

（カ）事例集の作成や県内市町村に展開する上でのアイデア 

（キ）市町村の避難生活の環境整備を支援する上で効果的な業務（任意提案） 

ウ 実施工程 

（ア）合理的な全体業務工程 

 検証の実施、事例集の作成までを見据えた業務工程 

エ 事業費の積算 

 事業の実施に直接必要となる経費 

【注意事項】 

・各項目の記載はできるだけわかりやすくしてください。 

・文章を補完するための最小限の写真、イラスト及びイメージ図（模式図や概念図）

は使用することができるものとします。 

・提出者と特定することができる内容の記述（具体的な会社名、業務実績のある施設

の名称等）を記入しないでください。 

・用紙サイズを日本産業規格Ａ４とし、４面以内に収めてください。これを超える部

分については評価の対象にしません。 

（２）評価方法 

提出された企画提案書の内容により評価します。 

 

５ 社会的価値の実現に資する取組に関する申告書（様式３） 

・応募要件ではありませんが、社会的価値の実現に資する取組について該当がある場合

は、申告する内容を証明する書類の写し（登録証等）を添付の上、提出してください。 

・紛失等により登録証等がない場合は、制度を所管する機関（愛知県の当該制度を所管

する課、当該制度を所管する国の機関又は団体）にお問合せの上、再発行又は様式４

等により登録等を証明する書類の交付を受けてください。 

 

６ その他 

（１）災害対策課において閲覧方式により、企画提案書の特定後に、特定された者及び特

定理由を公表する。 

（２）記載上の注意事項 

ア 各様式はＡ４版とし、記載文字は５.５ポイント以上とする。 

イ 各様式の注意欄に留意して作成すること。 

ウ 各様式の注意欄に枚数の指定がないものは、複数枚となってもよい。会社名が入っ

た用紙等は使用しないこと。 



3 

 

７ 問い合わせ先 

愛知県防災安全局防災部災害対策課避難対策グループ（愛知県本庁舎２階） 

ＴＥＬ ０５２－７４６－９４１０ 


